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１ 公募の概要 

  青森市では、「青森市高齢者福祉・介護保険事業計画第９期計画（令和６～８年度）」（以下

「第９期計画」という。）に基づき、地域密着型サービスの基盤整備を進めています。 

  本公募は、整備予定の地域密着型サービスについて第９期計画に基づき、指定予定事業者を

選定するために行うものです。 

 

２ 公募する地域密着型サービス 

  令和６年度に公募する地域密着型サービスの種類は、次のとおりです。 

 （１）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

   ア 整備数 ：２施設 

   イ 公募圏域：全圏域（１～１１圏域） 

 （２）認知症対応型共同生活介護（３ユニット）※２ユニットでの応募も可能 

   ア 整備数 ：１施設 

   イ 公募圏域：５圏域、６圏域及び９圏域を除く圏域 

          （１圏域～４圏域、７圏域、８圏域、１０圏域、１１圏域） 

 （３）地域密着型特定施設入居者生活介護 

   ア 整備数 ：１施設 

   イ 公募圏域：３圏域及び６圏域を除く圏域 

          （１圏域、２圏域、４圏域、５圏域、７圏域～１１圏域） 

 （４）小規模多機能型居宅介護 

   ア 整備数 ：１事業所 

   イ 公募圏域：７圏域を除く圏域（１圏域～６圏域、８圏域～１１圏域） 

 （５）看護小規模多機能型居宅介護 

   ア 整備数 ：１事業所 

   イ 公募圏域：５圏域及び６圏域を除く圏域（１圏域～４圏域、７圏域～１１圏域） 

 （６）定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

   ア 整備数 ：１事業所 

   イ 公募圏域：３圏域、６圏域、８圏域及び９圏域を除く圏域 

          （１圏域、２圏域、４圏域、５圏域、７圏域、１０圏域、１１圏域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 

３ 留意事項 

 （１）小規模多機能型居宅介護事業所の整備方針について 

    昨年度までに選定された事業者により整備済み又は整備予定の事業所を含め、１つの圏

域に２事業所まで整備することができるよう指定予定事業者を選定します。 

    この場合、同圏域での２件目の事業所は、既に整備済みの事業所や整備予定の事業所か

ら一定の距離（直線距離で１ｋm以上）を置くものとしますので、別紙１「小規模多機能

型居宅介護事業所一覧」に記載している整備済み又は整備予定の事業所と同一の圏域に応

募する場合は、これらの事業所の場所との距離を確認した上で応募してください。 

 （２）その他 

   ア 同一法人が、複数又は同一のサービスで複数の圏域に応募することも可能です。 

イ １つの応募申込書を用いて、複数のサービスや複数の圏域に応募することはできませ

ん。 

   ウ 圏域は、施設や事業所を整備する住所が属する日常生活圏域であり、別紙２-１「日

常生活圏域所在地別一覧表」、別紙２-２「日常生活圏域所在地（圏域別）一覧表」を

ご覧ください。 

 

４ 施設整備等に係る補助金について 

  指定予定事業者の施設整備等に係る経費については、県の地域医療介護総合確保基金を活用

し、市が補助金を交付する予定ですが、現時点では補助制度の詳細が確定していないため、選

定をもって補助金の交付を保証するものではありません。 

  事業が不採択となった場合や整備予定年度（令和７年度）内に整備が完了しない場合には、

補助金を交付できない場合があります。 

 【参考：令和５年度】 

 （１）施設整備費補助（建物整備に対する補助金） 

   ア 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 152,841 千円以内 

   イ 認知症対応型共同生活介護 39,528 千円以内 

   ウ 小規模多機能型居宅介護 39,528 千円以内 

   エ 看護小規模多機能型居宅介護 39,528 千円以内 

   オ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 6,987 千円以内 

 （２）施設開設準備経費補助（開設に必要な備品等の補助） 

   ア 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 26,506 千円以内 

   イ 認知症対応型共同生活介護 24,678 千円以内 

   ウ 地域密着型特定施設入居者生活介護 26,506 千円以内 

   エ 小規模多機能型居宅介護 8,226 千円以内 

   オ 看護小規模多機能型居宅介護 8,226 千円以内 

   カ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 15,300 千円以内 
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５ 公募スケジュール 

 （１）公募の告知 

     令和６年７月１日号「広報あおもり」に掲載 

     令和６年７月１日（月）から「青森市ホームページ」に掲載 

 （２）公募要項 

   ア 配布期間 ： 令和６年７月１日(月)～令和６年１０月１８日(金) 

            （ただし、土・日・祝日を除く ８：３０～１８：００） 

   イ 配 布 等 ： 市のホームページに掲載しますので、必要に応じてダウンロードして

ください。 

            青森市介護保険課事業者チームの窓口でも配布します。 

            （青森市新町１丁目３番７号 駅前庁舎１階窓口番号２０） 

 （３）公募説明会 

   ア 日  時 ： 令和６年７月８日(月) １５：００～１６：００ 

   イ 場  所 ： しあわせプラザ２階 研修室 

 （４）応募に関する質問 

   ア 受付期間 ： 令和６年７月９日(火)～令和６年７月２２日(月) １８：００締切 

            ※受付期間終了後の質問にはお答えできませんので、ご注意ください。 

   イ 質問方法 ： 青森市介護保険課事業者チームまで、質問票（様式１６）を電子メー

ルで提出してください。 

            ※電話や口頭での質問は受け付けません。 

   ウ 回答方法 ： 電子メールで回答するとともに、必要に応じて市のホームページに掲

載します。 

 （５）応募書類の受付 

   ア 受付期間 ： 令和６年１０月１日(火)～令和６年１０月１８日(金) 

            （ただし、土・日・祝日を除く ８：３０～１８：００） 

             ※厳守のこと 

   イ 受付方法 ： 青森市介護保険課事業者チームに持参してください。 

            ※応募書類は、郵便等での受付はいたしません。 

   ウ 提 出 物 ： 応募書類一式を正本・副本各１部（副本はコピー可） 

            応募書類のうち様式１～様式１５は Excel データ［xlsx 形式で］でも

提出してください（Excel データは印影不要）。 

            （データの提出はＣＤ-Ｒ（Ｗ）とし、返却しません。） 

            ※記載様式は、市のホームページからダウンロードしてください。 

 （６）選考等日程 

   ア 一次審査（書類審査、二次審査事業者選考）： 令和６年１１月（予定） 

   イ 二次審査（業務提案、質疑応答、指定予定事業者選考）： 令和６年１２月（予定） 

   ウ 選定結果通知： 令和７年１月（予定） 
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６ 応募要件 

 （１）「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」への応募者は、青森市内に事務所を置

く社会福祉法人（応募時において、社会福祉法人の設立認可に係る基本条件を確実に満

たすことが見込まれる者を含む。）であること。 

 （２）「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」以外への応募者は、青森市指定地域密

着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例第３条のとおり

であり、青森市内に本社又は支店、営業所等を有していること。 

 （３）整備及び事業の運営を直接行う事業者であること。 

 （４）社会福祉法人においては、応募申請について理事会で承認されていること。 

 （５）応募に当たっては、指定や事業運営に必要な介護保険法、建築基準法、消防法、農地法

等の関係法令を遵守する見込みであること。（※特に、農業振興地区等においては、整

備年度内に開発行為を行うことができない場合がありますので、事前に担当部局にご確

認ください。） 

 （６）土地、建物については、事業を実施する事業者の所有であることが望ましいが、取得等

が見込まれる場合も可とする。建て貸しは不可とするが、土地については、事業開始後

少なくとも３０年間以上の賃貸借契約が締結され、地上権又は賃借権を設定し登記する

場合に限り可とする。（申請書類の様式１４、様式１５にて売買（賃貸）にかかる誓約

書を提出すること。） 

    なお、自己所有及び賃貸に関わらず、登記簿等において事業に供する目的以外に建物存

続の支障となりえるような権利義務関係がないこと。 

 （７）令和７年度中に施設等の整備が完了し、令和８年度中までにサービスの提供が見込める

こと。 

 （８）市街化調整区域に施設の新設等を計画する場合は、青森市都市整備部との開発協議を事

前に行うなど、実現可能な応募申請書として提出すること。 

 （９）介護保険法第７８条の２第４項（指定地域密着型サービス事業者の指定に係る欠格事

項）、介護保険法第１１５条の１２第２項（指定地域密着型介護予防サービス事業者の指

定に係る欠格事項）の規定に抵触しないこと。 

 （１０）応募の日から起算して過去５年以内に、法令等に基づく改善命令、効力停止及び指定

取消しの処分を受けていないこと。 

 （１１）市税・法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

 （１２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により、青森市

から指名停止措置を受けていないこと。 

 （１３）地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがないこと

（青森市の取消しに限定しない。）。 

 （１４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５

号）等の規定に基づき更生又は再生手続をしていないものであること。 

 （１５）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第１項第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団体の
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構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統

制の下にない団体であること。 

 

７ 応募書類 

  応募者は、次により応募書類の体裁を整えて提出してください。 

  ア 書類は、様式１「応募申請に関する提出書類一覧」の順に並べてください。 

  イ 提出書類ごとに文字表記のインデックスを付けてください。 

   ウ 書類はＡ４サイズを基本とします。ただし、平面図等でＡ３サイズとなる場合は、Ａ

４サイズに合わせて折り畳んでください。 

 

 

（提出例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 地域密着型サービス事業者の審査・選定方法 

 （１）審査及び選考基準 

   ア 審査は、一次審査（書類審査）及び二次審査（業務提案及び質疑応答）とし、一次審

査及び二次審査の評価結果に基づき指定予定事業者を選考します。 

   イ 審査及び選考は、「青森市地域密着型サービス等運営審議会」が行います。 

   ウ 一次審査の選考基準は、別紙３「青森市地域密着型サービス事業者一次審査選考基

準」のとおりとします。 

   エ 一次審査の各評価項目における評価点数の合計が配点合計（240 点）の５割（120

点）以上で、かつ点数が高い上位の応募者を二次審査の対象とします。 

   オ 一次審査の結果は、一次審査後、全応募者に文書で通知し、二次審査の対象となる応

募者には、二次審査の実施日、審査方法等についてお知らせします。 

応
募
申
請
書 

提
出
書
類

一
覧 

小規模多機能型居宅介護 

○圏域 

法人名 

左側で綴じる 

文字表記のインデッ

クス 
令和６年度 

青森市地域密着型 

サービス事業者 

応募書類 
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   キ 「青森県介護サービス事業所認証評価制度」により適正な事業運営及び職員処遇等に

取り組む介護サービス事業所として青森県が認証した事業者については、二次審査に

おいて、これを評価の参考の１つとします。 

 （２）事業者の選定及び通知 

   ア 指定予定事業者の選定は、同審議会の選考結果に基づき市長が行います。 

   イ 選定結果は、二次審査の対象となった応募者に対し文書で通知します。また、市のホ

ームページで公表します。 

 （３）その他 

    二次審査の選考後に辞退があった場合は、次点の事業者等を新たに選考し選定すること

があります。  

 

９ 補助金交付決定及び事業者指定について 

（１）施設整備費補助金及び施設開設準備経費補助金の交付申請の受理及び交付決定は、令和

７年度を予定しています。 

（２）介護保険法に基づく指定は、令和８年度までに行う予定です。 

（３）選定後の権利譲渡は、認めません。 

（４）指定申請時において指定基準を満たしていない場合や、指定申請内容が応募内容と異な

り審査結果が大きく変わると思われる場合、応募内容が虚偽である場合には指定しませ

ん。 

（５）選定された事業者が指定を受けた後にサテライト事業所を設置する場合の設置場所につ

いては、市が事業所を設置する圏域を定めて公募し、事業者を選定したことから、事業

者が応募した圏域のみとします。 

 

１０ その他応募に関する留意事項 

 （１）基準の遵守 

    応募者は、本要項に記載した諸条件のほか、各種法令等を遵守してください。 

 

 

 

 

 

 （２）申請に対する費用負担 

    応募にかかる費用は、応募者の負担とします。 

 （３）提出資料の変更の禁止 

    受理した書類については、軽微な修正を除き、内容の変更は認めません。 

 （４）虚偽の記載をした場合 

   ア 提出された書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

 

応募する前に「青森市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例（平成２５年条例第１０号）」、「青森市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び

運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準等を定める条例（平成２５年条例第１１号）」を精読し、内容等を十分確認してください。 



7 

   イ 指定予定事業者に選定された後においては、原則として、応募時の内容を変更するこ

とは認められません。 

 （５）追加資料の提出等 

    提出された応募申請書の内容について確認が必要とされた場合、追加資料の提出を求め

たり、聞き取りなどを行う場合があります。 

 （６）提出書類の取扱い 

   ア 受理した書類は、理由の如何に関わらず返却はいたしません。 

   イ 提出された書類は地域密着型サービス事業者の審査及び選定以外の目的には使用いた

しません。ただし、青森市情報公開条例第７条の定めにより、不開示情報（個人情報

や法人等の利益を害する恐れがある情報）を除き、開示の対象となります。 

 （７）個別相談等に係る問合せの禁止 

    公募の公平性を期するため、応募に係る個別の相談等に係る問合せの受付はいたしませ

ん。 

 （８）応募辞退について 

   ア 応募受付後に辞退する場合は、辞退届（任意様式）を提出していただきます。 

   イ 指定予定事業者に選定された通知を受け取った後に辞退した場合は、補助金が不交付

となったことによる辞退を除き、当該事業者に係る全ての選考及び選定を無効とする

とともに、令和７年度に実施する予定の青森市地域密着型サービス事業者の公募に応

募することはできません。 

 （９）施設等整備完了及びサービス提供時期の遅延について 

    自然災害その他事業者の責めに帰することができない理由により、施設等の整備の完了

及びサービスの提供時期が遅延することが予想される場合は、本市と協議の上、施設等の

整備の完了及びサービスの提供時期の変更が認められる場合があります。 

 （１０）要項及び様式について 

    「令和６年度青森市地域密着型サービス事業者公募要項」及び関係記載様式について

は、市のホームページに掲載します。 

 （１１）運営評価について 

    選定された事業者については、事業開始後に、青森市地域密着型サービス等運営審議会

において、運営状況について評価をする予定です。 

 

１１ 問合せ先 

   担   当  青森市福祉部介護保険課 事業者チーム【担当】須藤 

   住   所  〒０３０－０８０１ 青森市新町１丁目３番７号 

   電 話 番 号  ０１７－７３４－５２５７（直通） 

   電子メール  kaigo-hoken@city.aomori.aomori.jp 

 



No 法人名、事業所名・住所 指定年月日 公募年度 圏域

①
医療法人同仁会
小規模多機能型居宅介護事業所なみうち
青森市合浦2丁目11-24

平成19年
3月30日

平成18年度 10

②
一般社団法人慈恵会
小規模多機能型居宅介護事業所オアシス
青森市大字安田字近野136-1

平成26年
9月26日

平成24年度 8

③
一般社団法人慈恵会
小規模多機能型居宅介護事業所のぎわ
青森市大字羽白字野木和45

平成28年
4月1日

平成25年度 9

④
一般社団法人慈恵会
小規模多機能型居宅介護事業所しんじょう
青森市大字新城字平岡258-28

平成29年
10月1日

平成27年度 2

⑤
有限会社成商
小規模多機能型居宅介護事業所まつばら
青森市松原2丁目8-8

平成30年
5月1日

平成28年度 3

⑥
社会福祉法人宏仁会
小規模多機能型居宅介護ヴァンピュール南青森
青森市大字浜田字玉川247-1

平成30年
3月20日

平成28年度 7

⑦
社会福祉法人敬仁会
小規模多機能型居宅介護事業所けいじんかい
青森市大字久栗坂字山辺89-10

令和元年
12月1日

平成29年度 6

⑧
青森保健生活協同組合
小規模多機能型居宅介護事業所おおの
青森市東大野2丁目9-2

令和2年
1月6日

平成29年度 7

⑨
社会福祉法人青空会
小規模多機能型居宅介護事業所あおぞら
青森市筒井4丁目8-17

令和2年
10月1日

平成30年度 5

小規模多機能型居宅介護事業所一覧

令和6年4月1日現在

別紙１

8



所在地 圏域 所在地 圏域 所在地 圏域 所在地 圏域

相沢 11圏域 郷山前 11圏域 築木館 6圏域 細越 8圏域

青葉 7圏域 合子沢 5圏域 月見野 6圏域 細野 11圏域

青柳 3圏域 幸畑 5圏域 佃1丁目 10圏域 蛍沢 6圏域

赤坂 6圏域 小館 8圏域 佃2・3丁目 4圏域 本郷 11圏域

旭町 7圏域 小橋 9圏域 造道 10圏域 本町 3圏域

浅虫 6圏域 五本松 11圏域 筒井 5圏域 前田 9圏域

飛鳥 9圏域 駒込 6圏域 堤町 3圏域 孫内 9圏域

油川 9圏域 小柳 4圏域 鶴ケ坂 9圏域 増館 11圏域

荒川 8圏域 栄町 10圏域 戸門 9圏域 松原 3圏域

石江 2圏域 桜川1丁目 10圏域 徳才子 11圏域 松森1丁目 10圏域

泉野 6圏域 桜川2～9丁目 5圏域 戸崎 6圏域 松森2・3丁目 4圏域

岩渡 2圏域 里見 2圏域 富田 1圏域 馬屋尻 6圏域

牛館 8圏域 沢山 6圏域 戸山 6圏域 緑 7圏域

後潟 9圏域 三内 2圏域 問屋町 5圏域 港町 10圏域

後萢 6圏域 三本木 6圏域 長島 3圏域 南佃 4圏域

内真部 9圏域 四戸橋 9圏域 中佃 4圏域 宮田 6圏域

浦町 7圏域 篠田 1圏域 長沼 11圏域 妙見 5圏域

上野 8圏域 清水 9圏域 浪打 10圏域 三好 2圏域

大谷 8圏域 下石川 11圏域 浪岡 11圏域 メ 女鹿沢 11圏域

大野 7圏域 下十川 11圏域 浪岡福田 11圏域 本泉 6圏域

大別内 8圏域 自由ケ丘 4圏域 浪館 8圏域 雲谷 5圏域

大矢沢 5圏域 銀 11圏域 浪館前田 8圏域 八重田 10圏域

岡造道 4圏域 新城天田内 9圏域 西大野 7圏域 矢作 6圏域

岡町 9圏域 新城平岡 2圏域 虹ケ丘 4圏域 安方 3圏域

沖館 1圏域 新城福田 9圏域 西滝 2圏域 安田 8圏域

奥内 9圏域 新城山田 9圏域 西田沢 9圏域 矢田 6圏域

奥野 3圏域 新町 3圏域 新田 1圏域 矢田前 6圏域

小畑沢 8圏域 新町野 5圏域 入内 8圏域 八ツ役 8圏域

卸町 5圏域 杉沢 11圏域 野木 8圏域 柳川 1圏域

勝田 3圏域 諏訪沢 6圏域 野沢 8圏域 八幡林 6圏域

合浦 10圏域 瀬戸子 9圏域 野尻 5圏域 横内 5圏域

桂木 7圏域 千刈 1圏域 野内 6圏域 吉野田 11圏域

金沢1・3・4丁目 7圏域 千富町1丁目 1圏域 橋本 3圏域 四ツ石 5圏域

金沢2・5丁目 8圏域 千富町2丁目 8圏域 羽白 9圏域 ロ 六枚橋 9圏域

金浜 8圏域 大釈迦 11圏域 花園 10圏域

王余魚沢 11圏域 第二問屋町 8圏域 浜田 7圏域

北金沢1丁目 7圏域 平新田 6圏域 浜館 6圏域

北金沢2丁目 8圏域 高田 8圏域 浜館1～6丁目 4圏域

北中野 11圏域 高屋敷 11圏域 はまなす 4圏域

吉内 11圏域 滝沢 6圏域 原別 6圏域

久栗坂 6圏域 田茂木野 5圏域 東大野 7圏域

久須志 1圏域 田屋敷 6圏域 東造道 10圏域

桑原 6圏域 樽沢 11圏域 左堰 9圏域

ケ けやき 4圏域 茶屋町 10圏域 古川 3圏域

中央 3圏域 古館 4圏域
チ

ヒ

フ

ヨ

ミ

ナ

ニ

ノ

ト

ハ

ヤ

サ

モ

日常生活圏域所在地別一覧表

シ

ス

セ

タ

マ

ホ

ツ

キ

ク

ア

イ

ウ

オ

カ

コ
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荒川、牛館、上野、大谷、大別内、金沢2・5丁目、金浜、北金沢2丁目、小館、
千富町2丁目、第二問屋町、高田、浪館、浪館前田、入内、小畑沢、野木、野沢、
細越、安田、八ツ役

飛鳥、油川、後潟、内真部、岡町、奥内、小橋、四戸橋、清水、新城天田内、
新城福田、新城山田、瀬戸子、鶴ヶ坂、戸門、西田沢、羽白、左堰、前田、
孫内、六枚橋

合浦、栄町、桜川1丁目、茶屋町、佃1丁目、造道、浪打、花園、東造道、
松森1丁目、港町、八重田

相沢、王余魚沢、北中野、吉内、郷山前、五本松、下石川、下十川、銀、杉沢、
大釈迦、高屋敷、樽沢、徳才子、長沼、浪岡、浪岡福田、細野、本郷、増館、
女鹿沢、吉野田

日常生活圏域所在地（圏域別）一覧表

沖館、久須志、篠田、千刈、千富町1丁目、富田、新田、柳川

石江、岩渡、里見、三内、新城平岡、西滝、三好

青柳、奥野、勝田、新町、中央、堤町、長島、橋本、古川、本町、松原、安方

岡造道、けやき、小柳、自由ケ丘、佃2・3丁目、中佃、虹ヶ丘、浜館1～6丁目、
はまなす、古館、松森2・3丁目、南佃

大矢沢、卸町、合子沢、幸畑、桜川2～9丁目、新町野、田茂木野、筒井、問屋町、
野尻、妙見、雲谷、横内、四ツ石

１１圏域

１０圏域

５圏域

８圏域

９圏域

７圏域

２圏域

３圏域

４圏域

青葉、旭町、浦町、大野、桂木、金沢1・3・4丁目、北金沢1丁目、西大野、浜田、
東大野、緑

６圏域

１圏域

日常生活圏域

赤坂、浅虫、泉野、後萢、久栗坂、桑原、駒込、沢山、三本木、諏訪沢、平新田、
滝沢、田屋敷、築木館、月見野、戸崎、戸山、野内、浜館、原別、蛍沢、馬屋尻、
宮田、本泉、矢作、矢田、矢田前、八幡林

別紙２－２
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青森市地域密着型サービス事業者一次審査選考基準 

（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、認知症対応型共同生活介護、 

地域密着型特定施設入居者生活介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護） 

 

 評価項目 配点 

1 事業運営の基本理念について 10 点 

2 地域密着型サービス、地域包括ケアシステムについて 10 点 

3 本公募に応募した理由 10 点 

4 実績・経験について 10 点 

5 事業実施区域の特徴、ニーズの把握状況等について 10 点 

6 利用者の確保について 10 点 

7 利用者の意思、人格を尊重したサービス提供について 10 点 

8 利用者、家族のプライバシー等の情報管理について 10 点 

9 苦情・相談窓口について 10 点 

10 緊急時、事故発生時及び非常災害時の対応について 10 点 

11 衛生管理について 10 点 

12 虐待の防止、身体的拘束等の適正化について 10 点 

13 地域との連携、運営推進会議の設置、活用方法等について 10 点 

14 医療との連携について 10 点 

15 地域包括支援センター及び他のサービス事業者、関係機関との連携について 10 点 

16 人材確保、定着支援について 10 点 

17 介護現場における生産性の向上について 10 点 

18 職員の育成・接遇、研修制度・人事制度の内容、職員処遇・給与・福利厚生等について 10 点 

19 日常生活上の支援（入浴・食事・健康管理等への対応）について 10 点 

20 個別ケアについて 10 点 

21 ターミナルケアについて 10 点 

22 認知症ケアについて 10 点 

23 サービスの質の向上、独自の方策などについて 10 点 

24 安定したサービスの提供 10 点 

 合 計 240 点 

 

個別評価項目採点基準 

配点 大変良い 良い 普通 やや不十分 不十分 

１０点 １０点  ７点  ５点 ３点 ０点 

別紙３－１ 
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青森市地域密着型サービス事業者一次審査選考基準 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

 

 評価項目 配点 

1 事業運営の基本理念について 10 点 

2 地域密着型サービス、地域包括ケアシステムについて 10 点 

3 本公募に応募した理由 10 点 

4 実績・経験について 10 点 

5 事業実施区域の特徴、ニーズの把握状況等について 10 点 

6 利用者の確保について 10 点 

7 利用者の意思、人格を尊重したサービス提供について 10 点 

8 利用者、家族のプライバシー等の情報管理について 10 点 

9 苦情・相談窓口について 10 点 

10 緊急時、事故発生時の対応について 10 点 

11 衛生管理について 10 点 

12 虐待の防止について 10 点 

13 地域との連携、介護・医療連携推進会議の設置、活用方法等について 10 点 

14 医療との連携について 10 点 

15 地域包括支援センター及び他のサービス事業者、関係機関との連携について 10 点 

16 人材確保、定着支援について 10 点 

17 職員の育成・接遇、研修制度・人事制度の内容、職員処遇・給与・福利厚生等について 10 点 

18 配置するオペレーターについて 10 点 

19 ICT 等を活用した利用者情報の管理、確認手段及び通報における対応方法について 10 点 

20 定期巡回・随時対応型訪問介護看護で提供するサービスについて 10 点 

21 ターミナルケアについて 10 点 

22 認知症ケアについて 10 点 

23 サービスの質の向上、独自の方策などについて 10 点 

24 安定したサービスの提供 10 点 

 合 計 240 点 

 

個別評価項目採点基準 

配点 大変良い 良い 普通 やや不十分 不十分 

１０点 １０点  ７点  ５点 ３点 ０点 
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＊チェック欄に必ず○を付けてください。

 (４) 収支決算書
直近2年間の決算書類（応募申請者による原本証
明を要する）

写 し

 (５) 完納証明書 法人税（国税）、法人市民税、固定資産税 原 本

法
人
の
概
要

最新のもの（応募申請者による原本証明を要す
る）

写 し

 (３) 就業規則
最新のもの（応募申請者による原本証明を要す
る）

写 し

提出書類 留意事項 様式 チェック欄

 (１) 法人登記簿謄本 応募提出日前1ヶ月以内に発行されたもの 原 本

 (２) 法人定款

 (21) 家屋売買にかかる誓約書 所定の様式 様 式 15

②　法人の概要に関する書類

 (19) 土地、建物登記簿謄本 応募提出日前1ヶ月以内に発行されたもの 原 本

 (20) 土地売買（土地賃貸）にかか
　　 る誓約書

所定の様式 様 式 14

土
地
・
建
物
等

A3 サ イ ズ

 (18) 現況写真 10枚以内

自己資金分、応募提出日前1ヶ月以内に発行され
たもの

原 本

 (16) 事業所開設予定地の地図 周辺の状況が分かるもの 任 意 地 図

 (17) 建物計画図面
平面図（室別面積が記入してあるもの）、立面
図、配置図

 (12) 事業計画書 所定の様式 様 式 11

資
金
計
画

 (13) 資金計画書 所定の様式（開設当初の運転資金を含む） 様 式 12

 (15) 預金残高証明書

提
案
書
等

 (14) 収支見込 所定の様式 様 式 13

 (９) 理事会及び評議員会の議事録

・応募申請について承認決定をしたときのもの
　（応募申請者による原本証明を要する）
・評議員会を置かない法人にあっては、理事会
　の議事録

写 し

 (10) 提案書 所定の様式 様 式 9
（ 9-1 又 は 9-2 ）

 (11) 人員配置計画書

様 式 5

 (６) 事業概要調書 所定の様式（市内で介護関連事業所を運営している場合） 様 式 6

所定の様式 様 式 10

 (４) 役員名簿 所定の様式 様 式 4応
募
申
請
書
等

 (１) 応募申請に係る提出書類一覧 所定の様式 様 式 1

 (２) 応募申請書 所定の様式

様 式 2-1 （ 特 ）
様 式 2-2 （ グ ）
様 式 2-3 （ 特 定 ）

様 式 2-4 （ 小 ）
様 式 2-5 （ 看 ）
様 式 2-6 （ 定 ）

 (３) 法人の沿革

 (７) 代表者・管理者（施設長）の
 　　経歴書

所定の様式

様 式 7-1
（ 代 表 者 ）

様 式 7-2
（ 管 理 者 ・ 施 設 長 ）

 (８) 誓約書 所定の様式 様 式 ８

 (５) 評議員一覧表 評議員会を置いている社会福祉法人のみ提出

【様式１】

応募申請に係る提出書類一覧

①　応募申請に関する書類

提出書類 留意事項 様式 チェック欄

所定の様式 様 式 3
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応募者

職氏名

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

単独型施設 人

サテライト型居住施設 人

併設型施設 従来型多床室（１室の定員2名） 人

人

人

人

人

既存 新設 名称

人

青森県認証評価制度による
認　  証　 事    業 　 所

併設事業所の区分・名称

併設事業所のサービスの
種類

併設事業所の定員

　※サテライト型居住施設で整備しようとする場合、既設の本体施設の名称等を記載してください

本体施設の名称 本体施設の定員

　※居宅サービス事業所（通所介護事業所、短期入所生活介護事業所等）又は地域密着型サービス事業所
 （小規模多機能型居宅介護事業所等）に併設して地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を整備しよう
　とする場合記載してください

設置予定の日常生活圏域 圏域

事　　業　　規　　模

定員数

内
訳

ユニット型個室

従来型多床室（１室の定員3名）

従来型多床室（１室の定員4名）

併設ショートステイ 定員数

令和６年度青森市地域密着型サービス事業者応募申請書

　令和６年度青森市地域密着型サービス事業者の公募について、下記のとおり応募します。

（法人及び事業に関する記載）

応 募 す る 地 域 密 着 型
サ ー ビ ス の 種 類 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

施 設 の 所 在 地
（設 置 予 定 地 住 所）

（〒     －　　　）

FAX

【様式２-１】

年　　　月　　　日

　　　　青 森 市 長　 　様

所 在 地 住 所

法 人 名

代 表 者 氏 名

連 絡 先
TEL

該当 （認証年月日： 年 月 日 ）

非該当
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応募者

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

定員 人

青森県認証評価制度による
認　  証　 事    業 　 所

施 設 の 所 在 地
（設 置 予 定 地 住 所）

（〒     －　　　）

設置予定の日常生活圏域 圏域

事　　業　　規　　模 ユニット数 3 ユニット

FAX

令和６年度青森市地域密着型サービス事業者応募申請書

　令和６年度青森市地域密着型サービス事業者の公募について、下記のとおり応募します。

（法人及び事業に関する記載）

応 募 す る 地 域 密 着 型
サ ー ビ ス の 種 類 認知症対応型共同生活介護

TEL

【様式２-２】

年　　　月　　　日

　　　　青 森 市 長　 　様

所 在 地 住 所

法 人 名

代 表 者 氏 名

連 絡 先 職氏名

該当 （認証年月日： 年 月 日 ）

非該当
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応募者

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

新設

名称
（※）

青森県認証評価制度による
認　  証　 事    業 　 所

事　　業　　規　　模 定員 人

　　　 施設

※：既存施設（有料老人
　　ホーム等）から転換
　　する場合は、記載し
　　てください。

区分 既存
（※）

種別
（※）

施設の 所 在 地
（設 置 予 定 地 住 所）

（〒     －　　　）

設置予定の日常生活圏域 圏域

FAX

令和６年度青森市地域密着型サービス事業者応募申請書

　令和６年度青森市地域密着型サービス事業者の公募について、下記のとおり応募します。

（法人及び事業に関する記載）

応 募 す る 地 域 密 着 型
サ ー ビ ス の 種 類 地域密着型特定施設入居者生活介護

TEL

【様式２-３】

年　　　月　　　日

　　　　青 森 市 長　 　様

所 在 地 住 所

法 人 名

代 表 者 氏 名

連 絡 先 職氏名

該当 （認証年月日： 年 月 日 ）

非該当
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応募者

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

人

人

既存 新設

青森県認証評価制度による
認　  証　 事    業 　 所

併設施設等

区分 種別

名称

宿泊利用定員

事 業 所 の 所 在 地
（設 置 予 定 地 住 所）

（〒     －　　　）

設置予定の日常生活圏域 圏域

事　　業　　規　　模 利用登録者 人

通い利用定員

FAX

令和６年度青森市地域密着型サービス事業者応募申請書

　令和６年度青森市地域密着型サービス事業者の公募について、下記のとおり応募します。

（法人及び事業に関する記載）

応 募 す る 地 域 密 着 型
サ ー ビ ス の 種 類 小規模多機能型居宅介護

TEL

【様式２-４】

年　　　月　　　日

　　　　青 森 市 長　 　様

所 在 地 住 所

法 人 名

代 表 者 氏 名

連 絡 先 職氏名

該当 （認証年月日： 年 月 日 ）

非該当
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応募者

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

人

人

既存 新設

令和６年度青森市地域密着型サービス事業者応募申請書

　令和６年度青森市地域密着型サービス事業者の公募について、下記のとおり応募します。

（法人及び事業に関する記載）

連 絡 先

応 募 す る 地 域 密 着 型
サ ー ビ ス の 種 類 看護小規模多機能型居宅介護

代 表 者 氏 名

【様式２-５】

年　　　月　　　日

　　　　青 森 市 長　 　様

所 在 地 住 所

法 人 名

職氏名
TEL
FAX

事 業 所 の 所 在 地
（設 置 予 定 地 住 所）

（〒     －　　　）

事　　業　　規　　模 利用登録者 人

通い利用定員

設置予定の日常生活圏域 圏域

宿泊利用定員

青森県認証評価制度による
認　  証　 事    業 　 所

併設施設等

区分 種別

名称

該当 （認証年月日： 年 月 日 ）

非該当非該当
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応募者

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

既存 新設

連 絡 先 職氏名
TEL

【様式２-６】

年　　　月　　　日

　　　　青 森 市 長　 　様

所 在 地 住 所

法 人 名

代 表 者 氏 名

FAX

令和６年度青森市地域密着型サービス事業者応募申請書

　令和６年度青森市地域密着型サービス事業者の公募について、下記のとおり応募します。

（法人及び事業に関する記載）

応 募 す る 地 域 密 着 型
サ ー ビ ス の 種 類 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

圏域

一体型・連携型の別 一体型 連携型

事 業 所 の 所 在 地
（設 置 予 定 地 住 所）

（〒     －　　　）

事業所設置予定の
日常生活圏域

サービス提供（事業実施）
予定の日常生活圏域

圏域

連携する訪問看護事業所
（連携型のみ記載）

名称

住所

併設施設等

区分

名称

青森県認証評価制度による
認　  証　 事    業 　 所

種別

該当 （認証年月日： 年 月 日 ）

非該当非該当
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内　容

法　 人 　名

法人の設立から今日までの沿革について、簡潔に記入してください。

年　　　月

【様式３】

法　人　の　沿　革

20



　年　月　日

【様式４】

役　員　名　簿

現在の職業

法　 人 　名

役職名・呼称
ふりがな

氏　　名
生年月日

＊定款に規定する理事会・役員会等の過去１年間の開催状況及び主な議事案件を記入してください。

＊当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問、その
他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに
準ずる者と同等の支配力を有するものと認められる者を含む。）及び事業所を管理する者について記入してく
ださい。

理事会・役員会等の過去１年間の開催状況･議事内容等

年　月　日 理事会・役員会等の主な議事案件
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（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

　　有　　・　　無　

　　有　　・　　無　

　　有　　・　　無　

   年   月   日

　　有　　・　　無　

　　有　　・　　無　 　　有　　・　　無　

　　有　　・　　無　

　　有　　・　　無　

＊「他法人の理事状況」欄には、有・無について○をし、有の場合は（　）に法人名及び役職名を記入してく
　ださい。計画中も含め、複数の場合はすべて記入してください。

＊「法人(理事長等)との関係」欄には、有・無について○をし、有の場合は（　）にその関係を記入してくだ
　さい。また、当該法人に係る社会福祉施設の整備、運営と密接に関連する業務を行っている場合（建設業者
　等）も、その状況を（　）に記入してください。

　　有　　・　　無　 　　有　　・　　無　

　　有　　・　　無　

　　有　　・　　無　 　　有　　・　　無　

　　有　　・　　無　

　　有　　・　　無　

　　有　　・　　無　

【様式５】

評　議　員　一　覧　表

法人(理事長等)との関係
ふりがな

氏　　名

法　 人 　名

生年月日 他法人の理事状況

　　有　　・　　無　

　　有　　・　　無　

　　有　　・　　無　 　　有　　・　　無　

　　有　　・　　無　

　　有　　・　　無　

　　有　　・　　無　

　　有　　・　　無　　　有　　・　　無　

　　有　　・　　無　
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人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

④

事 業 所 名

所 在 地

職員の配置
状 況

職種 人数 職種

青
森
市
内
に
お
い
て
運
営
し
て
い
る
介
護
関
連
事
業
所

※記載欄が不足する場合には、コピーしてください。

人数 職種 人数

提供している
ｻｰﾋﾞｽの種類

Ｒ５年度
利用者数

サ ー ビ ス
開 始 日

サ ー ビ ス
開 始 日

職員の配置
状 況

職種 人数 職種 人数 職種 人数

提供している
ｻｰﾋﾞｽの種類

Ｒ５年度
利用者数

職種

所 在 地

提供している
ｻｰﾋﾞｽの種類

サ ー ビ ス
開 始 日

人数職種 人数

所 在 地

②

Ｒ５年度
利用者数

職員の配置
状 況

事 業 所 名

職種 人数

【様式６】

事　業　概　要　調　書

③

事 業 所 名

サ ー ビ ス
開 始 日

職員の配置
状 況

①

職種 人数 職種

事 業 所 名

所 在 地

提供している
ｻｰﾋﾞｽの種類

法　 人 　名

Ｒ５年度
利用者数

人数 職種 人数
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研 修 等 の 受 講 状 況 等

職　務　に　関　連　す　る　資　格（介護・医療関係）

資　格　の　種　類 資格取得年月日

主　　な　　職　　歴　　等

年　　月　　～　　年　　月 勤　務　先　等 職　務　内　容

氏　　　名

ふ り が な

生年月日 日

代表者役職名

住　　　所
（〒　　　-　　　　）

電 話 番 号 ＦＡＸ番号

年 月

【様式７-1】

代表者の経歴書

法　人　名
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　種　　　別 （現役職　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

年　　月　　～　　年　　月

研 修 等 の 受 講 状 況 等

法　人　名

電 話 番 号

職　務　に　関　連　す　る　資　格（介護・医療関係）

資　格　の　種　類 資格取得年月日

職　務　内　容

【様式７-2】

管理者・施設長予定者の経歴書

主　　な　　職　　歴　　等

（〒　　　-　　　　）

住　　　所

ＦＡＸ番号

氏　　　名

ふ り が な

日生年月日

勤　務　先　等

年 月

管理者予定 施設長予定

25



印

　　

　　２　指定予定事業者に選定された後に辞退しないこと。

　代表者職氏名

　　次のとおり誓約します。

（１）「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」への応募者は、青森市内に事務所を置く社会福祉法人（応募時
　　において、社会福祉法人の設立認可に係る基本条件を確実に満たすことが見込まれる者を含む。）であること。
（２）「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」以外への応募者は、青森市指定地域密着型サービスの事業の人
　　員、設備及び運営に関する基準等を定める条例第３条のとおりであり、青森市内に本社又は支店、営業所等を有し
　　ていること。
（３）整備及び事業の運営を直接行う事業者であること。
（４）社会福祉法人においては、応募申請について理事会で承認されていること。
（５）応募に当たっては、指定や事業運営に必要な介護保険法、建築基準法、消防法、農地法等の関係法令を遵守する
　　見込みであること。
（６）土地、建物については、事業を実施する事業者の所有であることが望ましいが、取得等が見込まれる場合も可と
　　する。建て貸しは不可とするが、土地については、事業開始後少なくとも３０年間以上の賃貸借契約が締結され、
　　地上権又は賃借権を設定し登記する場合に限り可とする。
　　　なお、自己所有及び賃貸に関わらず、登記簿等において事業に供する目的以外に建物存続の支障となりえるよう
　　な権利義務関係がないこと。
（７）令和７年度中に施設等の整備が完了し、令和８年度中までにサービスの提供が見込めること。
（８）市街化調整区域に施設の新設等を計画する場合は、青森市都市整備部との開発協議を事前に行うなど、実現可能
　　な応募申請書として提出すること。
（９）介護保険法第７８条の２第４項（指定地域密着型サービス事業者の指定に係る欠格事項）、介護保険法第１１５
　　条の１２第２項（指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に係る欠格事項）の規定に抵触しないこと。
（１０）応募の日から起算して過去５年以内に、法令等に基づく改善命令、効力停止及び指定取消しの処分を受けてい
　　　ないこと。
（１１）市税・法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと。
（１２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により、青森市から指名停止措置を受け
　　　ていないこと。
（１３）地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがないこと（青森市の取消しに限
　　　定しない。）。
（１４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）等の規定に基づき更生
　　　又は再生手続をしていないものであること。
（１５）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第１項第２号に規
　　　定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなく
　　　なった日から５年を経過しない者の統制の下にない団体であること。

「令和６年度青森市地域密着型サービス事業者公募要項」

　　１　「令和６年度青森市地域密着型サービス事業者公募要項」中の「６　応募要件」に規定する
　　　全ての要件を満たしていること。

【様式８】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　青森市長　様　

申請者
所在地

名　称

誓約書
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（３）本公募に応募した理由
応募に⾄った経緯、理由などを明確に記載

応 募 圏 域   圏域
事 業 所 名

応募サービスの種類
（１）事業運営の基本理念について
整備予定の施設等について、法⼈としての設置理念・運営⽅針を記載

（２）地域密着型サービス、地域包括ケアシステムについて
地域密着型サービスについての考え⽅、地域包括ケアシステムにおける当該事業者の役割などを記載

【様式９－１】

提案書
【地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】【認知症対応型共同生活介護】【地域密着
型特定施設入居者生活介護】【小規模多機能型居宅介護】【看護小規模多機能型居宅介護】

【以下については、12ポイントの文字で、具体的にご記入ください】

法 ⼈ 名
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事業を実施するに当たって、利⽤者確保の⽅策等について記載

（８）利⽤者、家族のプライバシー等の情報管理について
秘密保持等に関する対応⽅針、取組内容等について記載

（５）事業実施区域の特徴、ニーズの把握状況等について
事業所実施場所の⽴地状況や特徴、地域におけるニーズの把握状況などについて記載

（６）利⽤者の確保について

（４）実績・経験について
応募者が現在事業を⾏っている介護サービス等の実績・経験について記載。特に実績・経験がない場合は、経
験のある事業者等との連携内容や経験のある従業員の採⽤などについて記載。

（７）利⽤者の意思、⼈格を尊重したサービス提供について
利⽤者の⽴場に⽴ったサービス提供について、その考え⽅や取組内容等を記載
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（13）地域との連携、運営推進会議の設置、活⽤⽅法等について
地域との連携によるサービスの質を確保するための⽅策、運営推進会議の活⽤⽅法等について記載

（10）緊急時、事故発生時及び非常災害時の対応について
緊急時、事故発生時、非常災害時における対応や⽅針、避難計画、業務継続等について記載

（11）衛生管理について
衛生管理に関する必要な措置のほか、感染症や⾷中毒等の発生時の対応、予防策等について記載

（12）虐待の防止、身体的拘束等の適正化について
虐待の発生を防止するための措置（委員会、指針整備、研修の実施等）及び身体的拘束等の適正化について、
取組⽅針や考え⽅等を記載

（９）苦情・相談窓口について
利⽤者等からの苦情等の把握⽅法、苦情処理の体制、⼿順、具体的な⽅策、第三者委員などについて記載
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（17）介護現場における生産性の向上について
職員の負担軽減に資する⽅策、介護ロボットやICT等のテクノロジーの活⽤などについて記載

（18）職員の育成・接遇、研修制度・⼈事制度の内容、職員処遇・給与・福利厚生等について
職員の育成⽅針、接遇向上に向けた取組、各種研修の内容、職員処遇の考え⽅などについて記載

（16）⼈材確保、定着支援について
⼈材確保に向けた取組、考え⽅、職員が働き続けられる⽅策等について記載

（14）医療との連携について
協⼒医療機関等との連携体制について記載

（15）地域包括支援センター及び他のサービス事業者、関係機関との連携について
地域包括支援センターや他関係機関との連携体制について記載
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サービスの質の向上の取組や独自のサービス、特徴、セールスポイントなどを記載

認知症に対する考え⽅及び認知症ケアに対する⽅針等について記載

（19）⽇常生活上の支援（⼊浴・⾷事・健康管理等への対応）について

個別ケアの⽅針や考え⽅、取組等について記載

（21）ターミナルケアについて

利⽤者に対する⽇常生活上の支援の⽅針、取組内容などについて記載

ターミナルケアの⽅針や考え⽅、取組等について記載

（22）認知症ケアについて

（23）サービスの質の向上、独自の⽅策などについて

（20）個別ケアについて

31



地域密着型サービスについての考え⽅、地域包括ケアシステムにおける当該事業者の役割などを記載

整備予定の施設について、法⼈としての設置理念・運営⽅針を明確に記載

応募に⾄った経緯、理由などを明確に記載

応 募 圏 域   圏域

（３）本公募に応募した理由

応募サービスの種類 定期巡回・随時対応型訪問介護看護
（１）事業運営の基本理念について

（２）地域密着型サービス、地域包括ケアシステムについて

事 業 所 名

【様式９－２】

提案書
【定期巡回・随時対応型訪問介護看護用】

【以下については、12ポイントの文字で、具体的にご記入ください】

法 ⼈ 名
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事業所実施場所の⽴地状況や特徴、地域におけるニーズの把握状況などについて記載

（６）利⽤者の確保について
事業を実施するに当たって、利⽤者確保の⽅策等について記載

（７）利⽤者の意思、⼈格を尊重したサービス提供について
利⽤者の⽴場に⽴ったサービス提供について、その考え⽅や取組内容等を記載

（８）利⽤者、家族のプライバシー等の情報管理について
秘密保持等に関する対応⽅針、取組内容等について記載

応募者が現在事業を⾏っている介護サービス等の実績・経験について記載。特に実績・経験がない場合は、経
験のある事業者等との連携内容や経験のある従業員の採⽤などについて記載。

（５）事業実施区域の特徴、ニーズの把握状況等について

（４）実績・経験について
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（10）緊急時、事故発生時の対応について
緊急時、事故発生時における対応や⽅針、業務継続等について記載

（９）苦情・相談窓口について
利⽤者等からの苦情等の把握⽅法、苦情処理の体制、⼿順、具体的な⽅策、第三者委員などについて記載

（13）地域との連携、介護・医療連携推進会議の設置、活⽤⽅法等について
地域との連携によるサービスの質を確保するための⽅策、医療・介護連携推進会議の活⽤⽅法等について記載

（11）衛生管理について
衛生管理に関する必要な措置のほか、感染症や⾷中毒等の発生時の対応、予防策等について記載

（12）虐待の防止について
虐待の発生を防止するための措置（委員会、指針整備、研修の実施等）について、取組⽅針や考え⽅等を記載
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協⼒医療機関等との連携体制について記載

（15）地域包括支援センター及び他のサービス事業者、関係機関との連携について
地域包括支援センターや他関係機関との連携体制について記載

（14）医療との連携について

（18）配置するオペレーターについて
配置するオペレーターの職種とその考え⽅、オペレーターに求める資質、経験などについて記載

（16）⼈材確保、定着支援について
⼈材確保に向けた取組、考え⽅、職員が働き続けられる⽅策等について記載

（17）職員の育成・接遇、研修制度・⼈事制度の内容、職員処遇・給与・福利厚生等について
職員の育成⽅針、接遇向上に向けた取組、各種研修の内容、職員処遇の考え⽅などについて記載
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（23）サービスの質の向上、独自の⽅策などについて
サービスの質向上の取組や独自のサービス、特徴、セールスポイントなどを記載

認知症に対する考え⽅及び認知症ケアに対する⽅針等について記載

（19）ICT等を活⽤した利⽤者情報の管理、確認⼿段及び通報における対応⽅法について
参考としてICT機器等のパンフレット等の添付も可。

（21）ターミナルケアについて

（22）認知症ケアについて

（20）定期巡回・随時対応型訪問介護看護で提供するサービスについて
24時間365⽇サービス提供の考え⽅、定期巡回サービス、随時対応サービス、随時訪問サービス、訪問看護
サービスの具体的な取組内容、利⽤者の⼼身の状況等の把握について記載

ターミナルケアの⽅針や考え⽅、取組等について記載
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【様式１０】

経験
年数

人員確保の方法

1 15 ○○施設からの異動により配置予定

2
ハローワークで募集予定（新規採
用）

3 8
○○事業所からの異動により配置予
定

4
ハローワークで募集予定（新規採
用）

5
ハローワークで募集予定（新規採
用）

6 10
○○事業所からの異動により配置予
定

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

備考 1　配置予定の職員（事務職員、調理員は除く）を、1人1行に記入してください。

2　新規採用を予定している場合、経験年数欄は空欄にしてください。

3　記載欄が不足する場合は、コピーしてください。

人　員　配　置　計　画　書

常勤・非常勤の別

(例)管理者

(例)生活相談員

(例)看護職員

(例)介護職員

(例)介護職員

(例)介護支援専門員

職　名

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤

常勤 非常勤
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延べ床面積
（改修予定の場
合は改修後の面
積（予定））

建　　物

　既存建物（築年数　　年） （　　改修予定有 改修予定無　）

　　新　築

　①新築・改修に係る設計・建設・設備費：

㎡

建物所有
形態及び
資金計画

千円

千円

千円

㎡

建物の構造

日

建物の状況

　計（①+②）

　　買収予定　（購入先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

職員の確保
について

　　自己所有

建築面積
（改修予定の場
合は改修後の面
積（予定））

　②買収に係る建物購入費等：

造 階建

日月年　　～
賃貸借

契約期間
年 月

／用途地域㎡
容積率／
建ぺい率

③借地予定②買収予定

    千円）

     （③の場合　賃借料／年間     千円）

年

敷地面積

土地所有
形態及び
資金計画

①自己所有

     （②の場合　土地購入費等

法　人

法 人 名

サービス提
供までのス
ケジュール

竣 工 予 定 日

着 工 予 定 日

施行契約予定日

職員採用予定日

応募圏域 　　圏域

法人所在地

施設整備
について

年

日

日年

年 月

日

日

土地の状況

サービス提供開始予定日

【様式１１】

事 業 計 画 書

（事業に関する記載）

月

日月

年 月

月
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借入金

運転資金

建物取得費※既存建築物を買取る場合

用地取得費

建築・設備費

自己資金

資
　
金
　
計
　
画

実施事業

事業所名(仮称)

事
　
業
　
費

備品

（※借入先を記入）

（※借入先を記入）

建築・設備費 工事事務費

工事請負費

合　計

【様式１２】

資 金 計 画 書

法　人　名

自己資金

借入金

自己資金

用地取得費

借入金
（※借入先を記入）

（※借入先を記入）

建物取得費

運 転 資 金

自己資金

借入金
（※借入先を記入）

（※借入先を記入）

（※借入先を記入）

（※借入先を記入）

（単位：円）

(補助金は資金計画に見込まないでください。）

（※借入先を記入）
借入金内訳

借入金合計

（※借入先を記入）

自己資金合計

合　計
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事業開始予定日から12か月単位で記載

１年目の期間 （自）令和 年 月 日 ～ （至）令和 年 月 日

２年目の期間 （自）令和 年 月 日 ～ （至）令和 年 月 日

３年目の期間 （自）令和 年 月 日 ～ （至）令和 年 月 日

年別収支見込 単位：円

※ 介護保険報酬を見込むに当たり、要介護度は地域の実態に即して現実的な数値とすること。

※ 特記事項等がある場合は、備考欄へ記載すること。

利用者の標準月額

※ 利用者が負担する1か月あたりの標準的な金額を記載すること。

※ 該当しない項目は空欄で構いません。

計 0 0

食費

水道光熱費

その他利用料等

項 目 標準月額 うち利用者負担分

介護保険サービス費

居住費

収支差額　(A)-(B) 0 0 0

0 0 0

0 0 0

地代等

収　支　見　込

【様式１３】

１年目 ２年目 ３年目 備考

その他の収入　

支
　
　
出

項 目

収
　
　
入

介護保険報酬

利
用
料

居住費（家賃）　

食費　

水道光熱費　

その他利用料

借入金返済（元金）

借入金返済（利子）

その他の支出

支出計  (B)

収入計  (A)

人件費

設備費・営繕費

食材料費

水道光熱費

消耗品費

その他事業費・事務費
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㊞

（注）土地の表示は登記簿謄本による。

１　所在

氏名

青森市長　　様

記

１　金額等

○　土地の表示

３　地目

４　地積

○　条件

２　地番

【様式１４】

土地売買（土地賃貸）にかかる誓約書

　　　　年　　月　　日

売地人（土地賃貸人） 住所

　このたび、（仮称）【　　　　　　　　　　　　　　　　】用地として市の公募による採択（また
は施設の着工見込み）となった場合、すみやかに下記土地について売地（または土地賃貸）すること
を、買地人（または土地賃借人）【　　　　　　　　　　　　　　　　　】氏との間で合意している
ことを誓約いたします。

「法人名及び代表者の
職・氏名」を記入する

「サービスの種類及び
施設名称」を記入する
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㊞

１　所在

（注）家屋の表示は登記簿謄本による。

５　床面積

１　金額等

氏名

青森市長　　様

記

３　種類

４　構造

２　家屋番号

○　条件

○　家屋の表示

【様式１５】

家屋売買にかかる誓約書

　　　　年　　月　　日

売家人 住所

　このたび、（仮称）【　　　　　　　　　　　　】として市の公募による採択（または施設の着工
見込み）となった場合、すみやかに下記家屋について売買することを、買家人【
】氏との間で合意していることを誓約いたします。

「サービスの種類及び
施設名称」を記入する

「法人名及び代表者の
職・氏名」を記入する
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※応募にかかる質問については、電話による個別回答はいたしません。必ず所定の質問票に質問
　事項を記載し、令和６年７月２２日（月）までに電子メールで提出してください。

質問事項 について

担 当 者

連 絡 先
TEL

メールアドレス

法 人 名

【様式１６】

質　問　票

　　青 森 市 長 　様

所 在 地

青森市 介護保険課 事業者チーム 行

電子メール kaigo-hoken@city.aomori.aomori.jp
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